
 

 令和７年度 姫路市予算のポイント  
1 予算の特徴 

・全会計を合わせた予算規模、一般会計の予算規模は、ともに過去最大 

・一般会計における経常的経費は、前年度比 91 億円増の 2,076 億円で過去最大 

・うち義務的経費は前年度比 92億円増の 1,307 億円で過去最大 

・投資的経費は、手柄山平和公園整備※の進捗、学校体育館の空調整備等により、前年

度比 130 億円増の 506 億円（令和 6年度 2月補正予算等を加えると 548億円） 

・収支不足は 45億円で前年度より 5億円の増 

※令和７年４月１日に「手柄山中央公園」を「手柄山平和公園」に名称変更 

 

2 重点取組 

① 少子化対策・子ども支援 

卵子凍結費用の助成、育児用品ギフト事業、子どもの学校改革応援事業 

② デジタル化 

姫路版スマートシティの推進（学習プラットフォームの充実、「ひめっこ手帳」の活用） 

③ グリーン化 

住宅用宅配ボックス設置助成、新美化センター整備 

④ 魅力あるまちづくり 

移住・定住の促進、国際交流の推進、観光交流拠点の整備 

  

3 予算規模 

全会計合計 

4,297 億円 （＋211 億円、＋5.2％）・・・過去最大（2番目＝⑥4,086 億円） 

◆一般会計 

 2,582 億円 （＋221 億円、＋9.4％）・・・過去最大（2番目＝⑥2,361 億円） 

◆特別会計（7会計） 

 1,128 億円 （△7億円、△0.6％） 

◆企業会計（2会計） 

 587 億円 （△3億円、△0.5％） 

 

4 一般会計の概要 

【歳入】 

市税 

1,041 億円（＋56 億円、＋5.7％） 定額減税額の減による増（影響額＋23億円） 

地方特例交付金 

6 億円（△24 億円、△80.3％） 定額減税による市税減収補塡の減 

地方交付税 

125 億円(△11 億円、△8.1％） 臨時財政対策債は皆減（△14 億円） 

国庫支出金 

494 億円（＋33 億円、＋7.3％） 児童手当拡充の通年化及び障害者福祉給付の増 

市債 

328 億円（＋110 億円、＋50.5％） 手柄山平和公園整備及び学校体育館空調整備の増 



 

 

【歳出】 

経常的経費 2,076 億円 （＋91 億円、＋4.5％）、80.4％（△3.7 ポイント） 

うち義務的経費 1,307 億円（＋92 億円、＋7.5％）、50.6％（△0.9 ポイント） 

 人件費 407 億円 （＋23 億円、＋6.0％） 

 扶助費  691 億円 （＋65 億円、＋10.4％） 

 公債費  209 億円 （＋4億円、＋1.7％） 

投資的経費 506 億円 （＋130 億円、＋34.8％）、19.6％（＋3.7 ポイント） 

 補助事業費 183 億円 （＋21 億円、＋13.1％） 

 単独事業費 323 億円 （＋109 億円、＋51.2％） 

令和 6年度 2月補正予算等と合わせると 548 億円（＋114 億円、＋26.3％） 

※国の経済対策に対応し、学校、公園、道路整備等の投資事業について、令和 6年度 2月補正予算と 

一体的に編成するとともに、公共工事平準化のため債務負担行為を活用 42 億円 

 

5 特別会計、企業会計の概要 

卸売市場事業  21 億円 （△4億円、△18.2％） 

国民健康保険事業  503 億円 （△18 億円、△3.3％） 

介護保険事業  494 億円 （＋10 億円、＋2.0％） 

後期高齢者医療事業  102 億円 （＋6億円、＋6.3％） 
 

水道事業  190 億円 （△12 億円、△6.3％） 

下水道事業  397 億円 （＋9億円、＋2.5％） 

 

6 基金、市債残高（令和 7 年度末見込） 

基金 676 億円（△87 億円、△11.4％） 

財政調整基金           102 億円 （△44 億円、△30.1％） 

21 世紀都市創造基金     139 億円 （△13 億円、△9.1％） 

財政健全化調整基金      74 億円 （△4億円、△4.9％） 
 

市債 3,093 億円（＋114 億円、＋3.8％） 

一般会計  1,937 億円 （＋130 億円、＋7.2％） 

    臨時財政対策債       713 億円 （△72 億円、△9.1％） 

特別会計  130 億円 （＋2億円、＋1.8％） 

企業会計  1,026 億円 （△18 億円、△1.8％） 

 

7 行財政改革への取り組み  

既存事業の見直し、使用料等の見直しにより財源を確保 

既存事業の見直し  歳出影響額  6.9 億円（238 事業） 

使用料等の見直し 歳入影響額 13.0 億円（12科目） 

               うち、下水道使用料 8.3 億円（繰出金影響分） 


